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最近 、業 務の合 間にノーベル賞 につ いて調べてい る。いわゆ るアンダー ・ザ ・テー ブル研究 であ
る。や っと過去十年 のノーベル物理学賞 について調べ た ところで 、まだ まだ先は長 い。
その成果の一 端を紹介 させて頂 きたい。1982年か ら1991年までの十年 間のノーベル物理学賞受賞
者 は21人で ある。内米国人は9人で 、次に ドイツ人 の5人、ス4ス 人の3人と続 く。世界の科学大国 と
して知 られ る米 国が半数近 くを占めていること自体 には特 に意外性 は感 じられない。
しか し、分析 の対象 を1980年以 降の研究成果 によって受賞 した者 に限 ると、様相 は一変 す る。最
近十年 間の ノーベル物理学賞受賞者 の うち、198◎年以降 に発表 された成果 が受賞理由 とな っている
者 の数 は7人で あるが、 この人達 は全員欧州人(ド イツ3人、ス4ス2人 、イタ リア ・オ ランダ各1人)
で 、米国人は皆無 である。1970年代以前の成果で受賞 した14人の中では米国人が9人、約3分の2を占
めていたことを考 える と、大 変な変わ りようだ 。これ は、1980年代 における米国の科学 の衰退 、あ
るいは戦前世界 の科学の中心地であったヨー ロ ッパ復活の兆 しとみ るべ きなのだ ろうか。
極めて少ないサ ンプル数に もかかわ らず 、不遜にも 「ひ ょっとした ら大発見かな?」 な どと考 え
ているのだが 、本 当の ところは どうなのだ ろうか 。
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1。 最 近 の動 き/CurrentTopics
○研究会等/ResearchMeetings
e5月25日 に 「第2回 地域 における科学技術振興 に関す る調査研究会」を開催 し、これ まで実
施 したア ンケー ト等の調査結果の報告 と最終報告の取 りまとめ方 向について検討 した。
・r科学技術 の理解 と普及 および教育に関す る国際 シンポジウム」 プログラム委員会を5月19
日に開催 し、プログラムの構成案について最終 的な検討 を行 った。
e「科学技術 の理解 と普及 および教育に関す る国際 シンポジウム」実行委員会 を5月29日 に開
催 し、実行委員長の選出及 び実施要項 、スケ ジュー ル等の確認 を行 った。
eInternationalAssociationforManageraentofTechnology(IAMOT)の創 立 に 参 加 して
科 学 技 術 政 策 研 究 所 付 丹 羽 冨 士 雄
この度 、標記技術 マネジメン ト国際学会が発足 し、筆者は 、その創立 メンバーに名 を連ね るこ
とになった。
この国際学会 の設立経緯 は 、4年 前の技術 開発 に関す る第1回 国際会議に まで さかのぼ る。マ
イア ミ大 学(産 業技術工学科 、T.M.Khalil教授)主 催の当会議には、10を 越 え る諸国か ら約2
00編 の論文 が発表 された 。第1回 か らこの ように盛会であ ったのは、技術マ ネジメン トを主 テ
ー マとす る世界初の国際会議 とい う位置付けに よるもの と思われ る。発表 された論文 は、科学技
術政策や技術移転 など広範 な領域 を カバー していた。以後 この国際会議は2年 毎 にマイア ミ大学
で開催 され、今年の2月 に開催 され た会議では 、発表論文数 が大 幅に増加 してい る(会 議 日数は
5日間)。 筆者 は第1回 か ら参加 し、分科会 の司会 や国際顧 問会議 のメンバーを務 めて きた 。
この度 、当国際会議の旺盛 な活動 を踏 まえて 、国際学会を設立 し、その主催 の下 に国際会 議を
開催 す るとい う機運が高 まり結実 した。学会 の 目的は技術 マネジメン トに関す る協力 と情報 交換
を推進 し、専 門知識を深め 、も って技術 マネ ジメン トに関す る教育 、研究及 び成果 の応 用を推進
す るとい うもので ある。最近 同様な主旨の国際学会 や会議の開催 が相次いでお り、技術 マネ ジメ
ン ト研究 に対す る国際的な うね りを感ず るのは筆者 だけではない と思 う。
以上 のよ うな状況を踏 まえれ ば、当科学技術政策研究所は 、既 に国際的に高 い評価が定 まった
科学技術政策研究 にお ける国際会議 を今後継続 的に主催す るとともに、関連 の深 い研究開発 マネ




9。 レ ポ ー ト紹 介/Kighlight◎ftheNewReport
NISTEPREPORTNo.22「科学技術連 関モデルの開発 」 一数量評価 と政策への含意 一
策1研 究 グ ルー プ 森 俊 介 、菊 池Wt-..ww`、馬 場 靖憲 、三 津 間秀 彦
1e科 学技術連関モデルの意義
本研究 は、科学技術政策研究所第1研 究 グルー プにて平成元年度 よ り平成3年 度 の3カ 年 にか
け行 われ たもので ある。
戦後 の 日本経済が 、まず鉄 と石炭の傾斜生産 に始 まり、ついで石油化学 と造船 を中心 とす る重
厚長大産業 の発展 、さらに この垂直統合 システムの上 に自動 車産業 、家電産 業の発達 というよう
に、常に輸出主導型の構造 であ った ことは言 うまでもない。
このよ うに 、わが国の産業の発展 を支 えて きた主役 が製造業であ ることは疑いないが、同時 に、
その背景 には激 しい企業間競争 と技術革新が あった ことは見逃せない 。ことに後者 に関 しては、
戦後 から1960年 代 ごろまでの製造業 はいか に 「欧米技術 をキ ャッチア ップす るか」を最大 の
課題 とし続 けて きたのに対 し、わが国 の輸出競争力の高 まりに反発 して 、欧米か らの 「技術 ただ
乗 り論」 とこれに端を発す る知的所有権 に対す る政策の変更 が顕著にな り始めてい る。この よう
に、次第 にわ が国独 自の技術開発が必要 とな りつつ あるため 、R&Dの 意義 と評価 は、今後 のわ
が国の企業経営 ・政策のいずれ を考 える上 でも重要 と考 えられる。
その ような考 え方はすでに欧米で広が りつつある。例 えば 、英国の フ リーマ ン等 は、 「技術経
済 ネ ッ トワー ク」 とい う概念 を提唱 してい る。しか し、まだ実証 的研究の段階に至 って いるとは
言 えない 。
従来 、経済政策 は金融政策 と財政政策 を機軸 に展 開 されて きた 。一方 、科学技術政策 はいずれ
か と言 えば科 学技術活動の 内部構造 の調整や超長期的な研究 ・開発分野 に対す るパ ブ リック ・ア
クセプ タンス形成 に追 われがちであ った と言 える。
21世 紀 に向 けて、科学技術知識 の偏在や不確実性が社会経済に及 ぼす影響 の大 きさを考 える
と、従来 の経済政策だけでな く、マ クロ経済 に対す る科 学技術政策の積極 的な役割 を明示化 する
必要 が生 じよ う。
本研究 グルー プでは 、科学技術活動 とその経済的応用 の関連 を把握す るため、シ ュンペー ター
の技術革新 の概念 と、レオンチ ェフの技術間相互依存性の概 念を出発点 とす ること とした。
本研究 で扱 う科学技術連関モデルは、以上 の ような視点 を背景 に持 つものである。
2.R&D活 動 と企業行動 の関連
マ クロな投資 と生産 のモデル と同様 、産業連 関分析 もレオンチ ェフ以来長 い歴史 を持つ 。しか
し、R&D活 動 は不確 実な将来 の異時点への投資 であ り、しかも投資→生 産のよ うな リニアな関
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孫を簗驚 で きないため、まず取 り扱 いの枠組 みか ら検討 する必要があ る。
水 霧究 で熟xま ず第1年 度 において 「将来財」 と 「知 識ス トック」 とい う概念を従来 の産業連
濁表に霧!ナ換 える表形式 の枠組 みの検討 を行 った。また 、R&D活 動が何 らかの成果を生 む プロ
セス捻言 うまでもな く勤学 的なものであ るため、ひ とつ産業連 関表だ けでな く、その モデルにつ
いて も検討を行 った◇
本藩霧 嫁,あ くまで実証分析 を目指す ものである。そこで 、産業連関表の拡張 の前 に、企業 に
ぷ ㍉イン タビュー.ア ンケー トによって過去 の プロジェク トにおいて① どれだ けの期間 、どれだ
汐の金鱗 雲また入 籍投資を行 ったか 、② その プロジェク トは成功 したか失敗 したか、③ プロジェ
タ そ終了後㌶ どれだけの成果 力弍得 られたか 、を調査す るこ ととした。 ここでは 、1970年代後 半～
㌶鋳奪代霧頚 までのプgeジェク}が 対象 とされた。 この結果 は第2年 度(平 成2年 度)の 中間報
告隷 ζまとあ られ たが、(!)プuジェク トベースにおいては、R&D投 資額 とそのプロジェク トが
顧た ら見た簿宏欝 の生産設備投資(こ れ を成果の指標 として用い る)の 間 には、後者 が前者の1.
霧簗1こ藁 蓑す る、とい う欝係が観測 され た、(2)科学技術 と経済 の会に よる過去 の同様の調査(1
薄霧 翼 のプ諮ジェク トを対象)の デー タに同様 の分析を施す と、やは り1.25乗とい うほぼ同一 の
霧数 を㌶ たsす なわち 、退去R&D活 動 においてほぼ安定的 なスケール メリッ トが存在 した とい
うとジ う藁箒深 い績裏 を得 るこ とがで きた。
こ姪鋳変 絃簗3奪 度 にも弓債 継がれ 、ここで は198◎年代 に開始 され たプロジ ェク トが対象 とな
っ詑,,この簿 合、(3)衰&○投資 とそのプロ ジェク トからの生 産設備投資 は、後者 が前者の1.086
藁 に誌霧 することとな った。す なわち 、R&Dの スケール メ リットが 、近年 、やや低下 してい る
シら う セ ン リ づ
くbecど ぼ 夕t
議上蒸 、霧 象 とす るサ ンプルが きわめて限定 され たもので ある とい う留保条件の もとではあ る
が 、この よう江実証分請が{孫こ例 を見ないものであるだ けに 、第1歩 として貴重 なもの と考 えら
誤 る.ぽ た、このよ うな投 資の成果 の非線形性 を扱 う方法論 も今後い っそうの検討 が必要 とな ろ
産業達撰表 と繕合で きるマクロな視点か らのR&D関 係の統計 は、総務 庁統計が現在唯一 であ
る。 しか し、再考 は産業統 合分類 、調査対象 とも厳密 には対 応 しない 。しか し、これ らの数 値に
会誌的な整 窪誇 を求め ることは大規模 な調査 を必要 とし、それは本研究の主旨 とは必ず しも言 え
恕㍉喰 あ 、この懸題 は、将来においてR&D活 動 の調査 命統 計が一本化 され る時までペ ンデ ィン
グとす る.
こうミ.て、㌶7§～撞錨 までの産業連 関表 を総務庁科学技術統計 に合 わせ産業23部門、最終需要
ア薬漬 、㌶霧鐘鍵 萎部 門に統合 した 。 総務庁統計お よび産業連関表 の部門の統合 が決定 されれ
翼 、霧考 歪績 会藷は誌較 約容 易である。
ここで 、次 の点 に注意を払 う必要があ る。すなわ ち、産業連関表で は行か ら列 に財の投入 が行
一4一
〈//SτεP〈/e〃S
われ る、すなわち金銭の支払 は列か ら行部 門に対 し行われ るのに対 し、総 務庁 のR&D産 業別統
計は金銭 の支払が行か ら列 に対 し行 われ る点 である。従 って 、後者は転置す ることによって合 わ
せねばな らない。
また、本研究で は、基本 的な考 え方 としてt期 までのR&Dの ス トックがt+1期 以降におい
て成 果 とな り、設備投資 や中間投入 の変化 として顕在化 す る立場 を とっている。従 って 、単 な る
フローではな くス トックを表中 に明示す る必要 がある。また、ス トックである以上当然なが ら実
質化 す る必要 がある。
そ こで 、ここでは総務庁統計 に基 づ くR&D設 備 投資 、原材料 および人件費 を、産業連関表年
次の前年 まで の過去6年 分 についてGDPデ フ レー タで実質化 した後積み上 げ、ス トックを求 め
ることとした。
以上 に基づ き、図1の よ うな表形式 とした。
ここではt期 お よびt+1期 のみの2時 点 を示 したが 、もちろん8期 以上への拡 張も同様 にで
きる。この表形式においては、R&D活 動へのt期 の投入 がR&Dス トックを経て資本形成 に影
響す るとい うフローが明示 され る。また政策的立場 か らは、R&Dに 対す る資本形成 や補助金 の
波及効果 がモデル上で閉 じたルー プを形成 して表 され ることになる。
このよ うな マクロなデー タに対 し、先 に述べ たの と同様にR&D投 資 と生産設備投資 の関係 を
分析 する と、ここでは後者が前者の0.35乗に比例す ることとなった。 マクロにみた場合 、プロジ
ェク トに直結 しない基礎研究や失敗等 が含 まれ るため、 この係数が低下す るこ とは当然 ではあ る
ものの、 この数値 の示す意味については今後の課題 とな った。
また、R&D投 資 と投入係数の関係 に制約つ き最小 自乗法 を適用 し、 さらに修正 を加 え るアル
ゴ リズムを開発 し、これ による1990年の投入係数の予測 を試 みた。 さらに、生産誘発係数 を求 あ
た結果 は、建設物 への投資が増 え、雇用者所得 は減少す るという傾 向が示 された。'
以上の ように、本研究は 、基礎的 な方法論 、デー タのいずれについても最初 の段階か ら検討す
る必要の あるものであっただけに、なお緒についたばか りと言わざるを得 ない。 ことに、科学技
術研究活動を担 う一番の主体 である 「人材」の問題 について 、ここで はほ とん どふれ ることはで
きなか った。
しか し、本研究 で行 った ものが、従来 その重 要性 が指摘 されながらほとん どな され なか ったR
&Dと 生産活動 の実証分析 であるだ けに 、今後 の この方面の研究 の深化の出発点 と しての意義は 、
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科学技術政策研究所 では、昭和68年7月 の発足以 来、 「科学技術 と社会 との調和 とは何か」 と
い う課題の下に 、一般公衆等 の科学技術 に対す る理解 と普及 、科学者 ・技術者 と生活着 とのコ ミュ
ニケー シ ョンの促進方策等 について調査研究を進めて きま したが 、今 回その一環 として、以下の 内
容 で標記 シンポジウムを開催す ることとな りま したので、お知 らせ致 します 。
1.開 催の趣旨
現在社会においては、科学技術 が社会生活の あらゆ る分野 に浸透 し、 これを抜 きに しては何事
も考 えられない ような状況 とな ってお ります 。
このよ うな中で 、一般 の成人や青少年 が科学技術 を どのよ うに理解 し、科学技術 に関す る情報
に どのよ うにアクセス し、科学技術 に対 して どのような期待 を持 ってい るか、等について知 るこ




特 に、経済 のみならず科学技術の グローバル化が急速 に進行 し、科学技術の面でも我 が国が重
要な役割を担 っていかな ければならない今 日、それ らを国際的な視野 の下 に把握 してい くこ とが
不可欠で あります 。
このシンポジウムは、上記のよ うな課題について 、日本 ・米国 ・ECを 中心 とす る各国の専門
家が集 ま り、討議 する とともに 、広 く一般の人々 、研究者 、教員等 とも意見 を交換 す る場 を持 と






































① 村上 陽 一・郎 東京 大 学 先 端 技 術 研 究 セ ン ター 教 授
② 植松 邦 彦 経 済 協 力 開発 機 剤惇原 子 力機 関事 務 局 長
③ 中村 桂 子 早 稲 田 大 学教 授
④ シル バー ス トン 英 国 サ セ ッ クス大学 教授
16:00(〆18:00パネ ルeデ ィス カ ッ シgン1
「現 代 社 会 に お け るサ イ エ ンス ・ リテ ラシー と科学 教 育 の あ り方 」
・基 調講 演(20分)ミ ラー シ カゴ科 学 ア カデ ミー 副 理事 長
eパ ネル デ ィス カ ッシ ョン(100分)
第2日 目:10月3日
10:00～15:00国際 シ ンポ ジ ウム1
「各 国 の 科学 技 術 に関 す る意 識 ・理 解 の動 向 に つ い て」
一7
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9プ レゼ ンテ ー シ ョン1^・9(日 、米 、EC他)
15:30～17:30パネルeデ ィス カ ッ シ ョンH
「環 境 ・エ ネ ル ギー 問 題 に関 す る理 解 と意 識 の動 向」
e基調 講 演(20分)末 石 冨 太 郎 京 都精 華 大 学 教 授
・パ ネル デ ィス カ ッシ ョン(100分)
第3日 目:10月4日
10:00～15:00国際 シ ンポ ジウ ムll
「各 国 の科 学 教育 、エ ネ ル ギー 教 育 、博 物 館 活 動等 に つ いて 」
⑧プ レゼ ンテ ー シ ョン1～9(日 、米 櫃)
15=30～17:30パネル ・デ ィス カ ッ シ ョン 皿
「科 学 教 育 に お け る学 校 教 育 と学 校 外 教 育 との 関 わ り」
・基 調講 演(2◎分)武 村 重 和 広 島 大学 教 授
eパ ネル デ ィス カ ッシaン(100分)
第4日 目:10月5日
10:00～17:00論文 発 表 セ ッシ ョン
分 野 別 に い くつか の グル ー プに分 か れ て 、学 会 発 表 形式 で発 表 、討 論 が 行
わ れ ます 。
5.公 式言語
・英語 も し くは日本 語(同 時通訳 付 き)
但 し、論文発表セ ヅシ ョンについては英語 のみ 。
6.一 般参加
オー プンで一般 の聴講可能 。
7.そ の他
現在 、プログ ラムの詳 細等 を記載 した案 内状 を国内外 の各方面の方々に配布 してお ります。
本 シンポ ジウムに関す る問い合わせにつ いては、下 記にお願 い します 。
問い合 わせ先;(財)日 本科学技術振興財団 振興部 内







・第2調 査 研 究 グル ー プ 特 別 研究 員 澤 田 真 明
第2調 査 グルー プで は 「民 間企 業 に お け る研 究 開 発 マ ネ ジ メ ン トの 国 際 比較 調 査 」 を実 施 して
お り、 日本 企 業 に対 す る調 査 は ほぼ終 了 した 。欧 米 企 業 に対 す る調 査 につ い て は 、現 地 の大 学 、
研究 機 関 と共 同研 究 の形 で実 施 す る こ とを予 定 して お り、 この度 、米 国 の 大学 に調 査 の 詳 細 につ





共 同研 究 受 け入 れ に つ い て 、 ジ ョ・一・ジ ワシ ン トン大 学 ボ ノ一 夕ス教 授 、MITロ バ ー ツ教 授 、
ノー ス イ ー ス タン大学 マ ク ドナ ブ教 授等 と前 向 きな話 し合 い を持 つ こ とが で きた 。
?
?
・第1調 査研究 グルー プ 特別研究員 遠藤 英樹
平 成4年5月20日 か ら同31日 まで 、米国 の女性技術者 、研究・者にお ける科学技術活動の現
状 と問題 点を調査研究す るために、ニ ュー ヨー ク、 ロサ ンゼルス 、サ ンフランシス コに出張 した 。
訪問 したのは、カ リフォルニア大学バー クレー校 、ロー レンスバー クレー研究所 、パ シフ ィッ
クガス ②電力会社 、ア ップル コン ピュー ター等 、11の 企業および研究所で 、女性研究者 な らび
に経 営者等 にインタビュー・を行 った 。
その結果一般的 に、アメ リカの女性が活躍 している主な理由 として は、①公民権法(均 等法)
が施行 され てから約30年 にな り、世の中に浸透 してい る、②託児所 、住込 みの手伝い が安 く、
容易 にみつか る、③女性 自身の意識が高 いこ とな どがあげ られ る。教育の機会 、仕事の与 えられ
方については男女 とも平等 であるが 、昇進 ・処遇面では 、以 前よ りか なり改善 され たものの 、 ミ
ドル以下 の管理職の女性 が増 えてい るだけで、 シニアク ラスの女性管理職は未 だに少 ないよ うで
あ った。
技術者 、研究者 については、アメ リカでも女性 の比率は低 い。専門の能 力を活か し、ある程度
までは昇進で きるが 、女性 の数が少ないため、 トップク ラスになるのはやは り困難 を伴 うよ うで 、
研究職 、技術職の分野 で さらに女性の進 出をはかることが肝要 である。
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○ 「日本 人 デ ミン グ 、米 国 に現 わ る 。」(そ の1)
ボス トンeグ ロー ブ紙 日曜 版(Davidll'arsh署名 記事,1992年5月10日付 け33-34面)
本 記事 は、昨年 まで当研究所総括主任 研究官 であった児玉文雄氏(現 埼 玉大学大学院政策科
学研 究科教授 ・ハーバー ド大学客員教授)が 米国東部において高V、評価を受けていることを紹
介 した ものである。
訳:平 野千博(第1調 査研究 グルー プ総括上席研究官)及 び杉浦恵志(第3調 査研究 グルー
プ牛寺男‖研究員)
日米 間の競争 は今後 どうな ってい くのだ ろうか。多 くの人達 は経済学者 レス ター ・サローに答 を
求め ようとしている。彼 の新著rHeadteHead:TheColllin警EconomicBattleAmongJapan,
EuropeandAmerica」(訳者注:日 本語訳 「大接戦:日 米欧 どこが勝つか」,1992年5月講談社刊)
はぞ っとす るよ うな将来 を予想 してい る。もはや 、第二次世界大戦後の経済成長 を特徴付 けて きた
ような 、居心地 の良 い領分 を拡大す るだけの上 品な競争は存在 しないとい うのだ。
この著名 なマサチュ'一'laッツ工科大 学ス ロー ンeス クールの学部長 は、今 や我々 は、ひ とつひ と
つの 「勝利 」が全て他の国に とっての 「敗 北」 を意味す るような攻撃 、すなわち、お互いの得 意領
域 に対す る直接 的攻撃に より特徴付 けられ る十年 間に入 ってい ると言 う。サ ロN-一・は、1990年代 にお
いて トップにお どりでて くるのは欧州であ ろうと考 えてい る。米国 は大負 けをす る可能性が高 い 。
日本 は、他 のア ジア諸国 との間の競争があ っても非常 にうま くやるであろうと彼 は信 じてい る。
もちろん 、前 回サ ローがその後の十年間について行 った予想 はこれ以上 はずれよ うがない くらい
良 くはずれた。1980年、 「ゼ ロ ・サ ム社会」において彼が予想 したその後の十年 間は、高 インフレ
とエネルギー不足 が続 き、産 業基盤の整備 ・所得 分配 における政府 の指導的役割 が増加す る時代 と
い うものだ った。 しか し、1980年代に実際に起 きたこ とは、インフ レの事実上 の終息 、エ ネル ギー
需給 の緩和 、政府介入 に対 す る嫌悪感の 明白な高 ま り、および不 平等の拡大で あった。か くして、
「ゼ ロ ・サム社会」 は、ステ ファン ・キングの小説 、すなわち 、細部 に至 るまで良 くで きていても
っ ともらし く、我々 をぞ っとは させ るが 、それ でも実際の話 とはほ とん ど似 ても似つかない作 り話
の ようなものであったのであ る。
事実 、我 々が直面 してい る状況 についてのよ り現実的な見通 しを求めて 、米国 の科学政 策の権威
は、しば しば英語で執筆活動 を行 ってい る51歳の工学博士 、児玉文雄に注 目するよ うにな った 。彼
の60ドルの著書 「ARalyzingJapaneseRighTechnol◎giesj(訳者注:PinterPubllsher,London,
199Dは、彼 が日本語に訳 して出版 したあ と、昨年 日本にお ける社会科学分野 での最高の賞を受賞
した。(訳 者注:「 ハイ テク技術 のパ ラダ4ム:マ クロ技術学 の体系」,1991年6月中央公論社刊,
吉野作造賞 受賞)そ の要約版 は 、ハーバー ド・ビジネス ・レビューの来 月号に掲載 され る予定で あ
る。




・デ ミングは、覚えてい る人 もい ると思うが 、米国の品質管理の専 門家 で、日本で一 種の教祖 的役
割 を果 たす ようにな った人で ある。)。 児玉 は、経済学者 として執筆す るのではな く、第2次 世界
大 戦後英国 のク リス トファー ・フ リーマ ンによって創始 された科学技術 政策分析 の伝 統に基づ いて
執筆す ることによ り、米 国の科学政策 分野 のエ リー トの中か ら多数の支持者 を惹 き付 けてい る。
児玉 は、 日本 学者 チャルマー ス ・ジ ョンソンによ り米国の抱 える問題 に対処す るために見いだ さ
れ 、カ リフォルニア工科 大学 の元学長ハ ロル ド・ブ ラウンと三 国間委員 会の長 い会合で出会 って以
来(児 玉は 、元東京大学学長 向坊隆 を補佐 して重要 な役割 を果 た した。)、 ブラウンか ら しば しば
支援 を受 けて きた。児玉 は、フランク ・プレス率 いる全米科学 アカデ ミーの求めに応 じて太平洋の
両岸で開催 された企画会合(訳 者注:米 国科学 アカデ ミー 、同工学 ア カデ ミー及 び日本学術振興会
が共同で開催 してい る 「先端技術 と国際環境に関す る日米合同会合 」のこ と)の リー ダー を務 め、
しば しば国防省の国防科学評議 会の元委員長で あるロラン ド・シュ ミッ トとともに働 いた 。昨年 、
児玉 は、ハーバー ド大学 のケネデ ィ・スクールの科学 コースにおいて元IBMの 主席科学者 ル4ス
・ブランス コム とともに教鞭 をとった。彼 は、近々ス タンフォー ド大学 に移 って もう1年 を同大学
客員教授 として過 ごし、その あと日本 に戻 る予定であ る。アナ ログ ・デバ イス社の会長 レイ ・ステ
イ タは 、マサ チューセ ッツ ・ハ イテク会議 において彼 をほめあげてい る。
なぜ 、児玉 はそれほ どにまで騒 ぎ立 て られるのだ ろ うか 。ち ょっ と見ただけで は、彼の アイデア
は アル ビン ・トフラーの平均 的な論文 以上 に直 ちに魅力を感 じさせ るわ けではない。はじめに吟味
すべ き六 つの技術パ ラダイムの変化が提示 され たあ と、造 る企業 と考 える企業 の違いが論 じられ る。
次 に、数学 的なモデル、すなわち、企業多 角化 の範囲 と規模を計測す るための難解 な解析手法 およ
び技術革新 の普及 について分析す るための動的モデルが示 され る。その ときにな って、や っとはじ
めて、読者 は 、明るい陽光のふ りそそ ぐテ クノグローバ リズムの高 みにまで登 り切 ることが出来 る
のである。
しか し、最 も大切 なこ とは細部に潜 んでい る。児玉の業績 を目立たない ところで特徴付 けている
のは、個々の技 術をめ ぐる非常に多 くの具体的事例について、比類ない博識 を持 ってい るとい う点
である。彼 は、日本 の代表的化学会社 のひ とつで ある東 レがいかに して炭素繊維製 ゴル フクラブに
航空機用の軽量材料市場へ の参入を牽 引 させ る没 日を果た させ たかを知 ってい る。彼 は、どの よう
な過程 を経て 、CATス キ ャナが英国で発 明 され 、米国で広 く使われ るようにな り、そして 、日本
への輸入 が最初 は主 として英国 との間の貿易不均衡 を是正 するための手 段 として始 ま り、最終 的に
は大量 に輸入 され ることにな ったか も知 ってい る。彼 は、ファナ ックが工作機械用の コン ピュー タ
数値制御 の分野 でいかに して競合企業 を出 し抜 いたか を知 ってい る。
彼の科学 に関す る素養 は、冷徹 かつ精確に計 測 し、一般化す る方 向に彼を導いてい る。その結果
得 られた ものは 、技術革新の プロセスに関す る分析の枠組 みで ある。この枠組み は標準 的な経済分
析 を大 きく超 えてい る。(と はい え、 「アイデアの経 済学」 に関す る現在 の分析 とは十分 な整合性
が とれてい る。)こ の枠組 みは研究に従事 する自然科学者 にも直 ちに理解可能 である。さらに 、こ
の枠組 みは、経済成長について学 んでいた学生達 に興奮を もた らした技術革新 に関す る別の研究成
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果 、す な わ ち 、MITの エ リ ック ・フ ォンeヒ ッペ ル に よ る 「技 術 革 新 の 源 泉 」 とも うま くフ ィ ッ
トす るの で あ る 。




第2研 究 グ ル ー プ(FujioNhwa,HiroyukiT◎mizawa,FumitoHirahara,
FumihikoKakizaki,Ot・lan(ioCamargo)
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